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	中学校用歴史教科書「沖縄県八重山採択地区」への取り組み


※　各地方本部止め、調整の取れている単組・総支部にのみ地方本部よりＦＡＸで指示をお願いします。
２０１１年８月１８日
各地方本部・単組・総支部執行委員長　　様
自治労北海道本部

執行委員長　　山　上　　潔
　日頃からの職場・地域おけるご奮闘に対し心より敬意を表します。

　2007年に沖縄戦の強制集団死（集団自決）への日本軍関与を認めないとする文科省の教科書検定意見に対して、県議会・全市町村の「撤回」意見書採択や11万人を結集した「撤回を求める県民集会」など、大規模なとりくみで対抗した沖縄県の八重山採択地区（石垣市など）において、「日本教育再生機構」「教科書改善の会」編集の育鵬社版歴史教科書の採択が検討されています。

育鵬社版中学校用歴史教科書は、「米軍の猛攻で逃げ場を失い、集団自決する人もいました」として、あたかも強制集団死（集団自決）の原因が米軍にあるかのような記述となっています。これは、沖縄戦の実相を反映しておらず、このような地域の市民や保護者、教職員無視の教育委員会の姿勢や憲法を否定する教科書を公の教育行政が選択する姿勢には問題があると言わざるを得ません。

平和フォーラムは、22日にも採択が行われる状況となっていることから、沖縄県民の思いに反する教科書採択に反対し、別紙の通り要望書を提出しています。

つきましては、自治労北海道本部としても沖縄の歴史を歪曲する動きには反対の立場で取り組みを進めていきたいと考えていますので、各単組・総支部のご協力をお願いします。
記
１．石垣市教育委員会「教科用図書八重山採択協議会」に対する要請文送付行動

（１）要請内容　
平和フォーラムの要請文を参考に、以下の内容を要請して下さい。なお、採択を決定していませんので、要請文として下さい。　
①　「９・２９県民大会」での沖縄戦「集団自決」に関する県民の総意を尊重し、より正しく沖縄戦の実相を記述してある教科書を採択すること。
②　地域社会の声（市民、保護者、教職員など）を反映した教科書採択を行うこと。
③　グローバル化する世界において、他国から批判の声が上がる教科書を採択しないこと。
④　戦後の沖縄社会の歴史を反映し、日本国憲法の理念を否定するような内容の教科書を採択しないこと。
⑤　この間の八重山地区の教科書採択の経過を、県民に理解されるように説明責任を果たすこと。
（２）要請先　　石垣市教育委員会　教科用図書八重山採択協議会

　会　長　　玉　津　博　克　様
〒907-0012  沖縄県石垣市美崎町16-6　Fax0980-82-0294
（３）その他　　

①　８月２２日（月）までのとりくみ期間とします。
②　文書の郵送、ＦＡＸを利用して下さい。
２．道本部参照例要請文（参考にして下さい）
	八重山採択地区における中学校歴史・公民教科書の採択に関する要望書

全国で進んでいる教科書の採択において、沖縄県民の多くは、これまでの教科書の記述問題について「沖縄戦『集団自決』に関する県民の相違を尊重し、真実の記述のある教科書の採択」を求めています。この間、育鵬社・自由社の教科書は、従来の歴史教科書の記述を自虐的として、過去の日本による侵略戦争や植民地支配を正当化しようとする記述となっており、アジア諸国や国内でも多くの批判が出され、多くの沖縄県民の理解を得るものとはなっていません。

将来、沖縄の子どもたちは、社会のグローバル化にともない世界を舞台に活躍することが予想されます。教育の過程で、誤った歴史認識は、世界中の人々との信頼関係に多くの問題を残すものと考えられます。歴史の中での沖縄は、アジア諸国との交易の中で培われてきた自信と知恵があり、近隣諸国との関係強化に必ず力になると信じています。
八重山採択地区協議会におかれましては、地域住民や保護者、教職員の意見と将来にわたる子どもたちの活躍を視点に、沖縄戦を経験した県民の願いを真摯に受け止め、透明性のある選択を進められるよう要望いたします。

2011年８月○日

教科用図書八重山採択地区協議会会長

石垣市教育委員会委員長

　　　　　　　　玉　津　博　克　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自治労○○○労働組合

執行委員長　　○○　○○


３．その他　　不明な点は、総合政策局自治体政策部（山木・佐々木）まで連絡してください。　ＴＥＬ　０１１－７４７－３２１１
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· 　取り組んだ方法に「○」を記入して報告して下さい。
　 【報告先】ＦＡＸ　０１１－７００－２０５３

以　上
2011年8月15日
教科用図書八重山採択地区協議会会長
石垣市教育委員会委員長
　　　　　　　　玉津　博克　様
フォーラム平和・人権・環境
（平和フォーラム）
事務局長　藤本泰成
沖縄県八重山採択地区における中学校用歴史・公民教科書の採択に関する要望
　全国で、2012年4月より使用する教科書の採択が進んでいます。「新しい教科書をつくる会」が編集した自由社版歴史・公民教科書、そこから分裂した「日本教育再生機構」および「教科書改善の会」が編集した育鵬社版歴史・公民教科書が、文部科学省の検定を通過し採択に回ったことに関して、平和フォーラムは強い懸念を表明し抗議の声明をあげてきました。
　育鵬社版教科書と自由社版教科書は、従来の歴史教科書の記述を自虐的として、過去の日本による侵略戦争や植民地支配を正当化しようとする記述となっており、アジア諸国や国内からも批判されています。
　2007年の教科書検定において、沖縄戦における「強制集団死（集団自決）」に対する日本軍の関与の是非が問われました。文部科学省は、裁判で係争中との理由などから、5社、７冊に対し「沖縄戦の実態について誤解する恐れのある表現」として修正を指示し、日本軍による強制・誘導等の表現を削除・修正させました。その結果、日本軍という主語が消され、「追いつめられて『集団自決』した人」とまるで住民が勝手に死んだとも読める教科書記載となりました。
　平和フォーラムは、歴史事実をゆがめる行為だとして、検定意見の撤回に沖縄県民と連帯してとりくみました。沖縄県議会、県内全41市町村が修正意見撤回の意見書を採択しました。撤回を求める県民大会は11万人が結集しました。沖縄県民と連帯してとりくんだ全国の仲間は、そのことを忘れていません。
　結果として、文科省は各教科書会社からの訂正要求に応じましたが、検定意見を未だに撤回していません。沖縄戦の記述については、自由社版・育鵬社版も「米軍の攻撃によって追い詰められ、集団自決した」という趣旨の全く沖縄戦の実相を無視したものとなっています。これらの教科書の記述は、「沖縄戦の真実を教科書に記載すること」を求めた沖縄県民の理解を得るものではありません。
　「強制集団死（集団自決）」の日本軍関与をめぐって争っていた「大江岩波沖縄戦裁判」は、地裁・高裁で旧日本軍関係者の原告敗訴となり、最高裁の上告棄却により判決が確定しました。判決は、日本軍の関与を認めるものとなっています。「つくる会」のメンバーは、この裁判で原告側を積極的に支援し、韓国併合などの植民地支配、南京大虐殺や従軍慰安婦など加害の実態を認めず、歴史事実をゆがめる姿勢を貫いてきました。
　将来、沖縄の子どもたちは、社会がグローバル化する中で、世界を舞台に活躍するに違いありません。世界に受け入れられない歴史観の中で学んだ子どもたちが、世界中の国々と信頼関係をつくり出していくことは極めて困難です。長きにわたって、アジア諸国との交易の中で生きてきた沖縄こそ、アジア諸国との関係性がどうであるべきかを知っていると思います。そのような意味で、沖縄の将来を担う子どもたちに、育鵬社版・自由社版の歴史教科書を使わせてはならないと考えます。
　八重山採択地区協議会におかれまして、地域社会、保護者、教職員の意見と、将来の子どもたちの活躍を視点に、沖縄戦を経験した県民の願いを真摯に受け止められ、透明性のある選択をすすめられるよう心から要請いたします。
